
(様式第 1) 

番         号  

平成  年  月  日  

  厚生労働大臣        殿 

開設者名        (印) 

 

〇〇病院の特定機能病院の名称の承認について 

 

 標記について、医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 4 条の 2 第 1 項の規定に基づき、次のとおり承

認方申請します。 

記 

1 開設者の住所及び氏名 

 住   所 〒 

 氏   名   

(注) 開設者が法人である場合は、「住所」欄には法人の主たる事務所の所在地を、「氏名」欄には

法人の名称を記入すること。 

 

2 名  称 

  

 

3 所在の場所 

〒 

                               電話(    )    － 

   

 

4 診療科名 

4-1 標榜する診療科名の区分 

1 医療法施行規則第六条の四第一項の規定に基づき、十六診療科名すべてを標榜 

2 医療法施行規則第六条の四第四項の規定に基づき、がん、循環器疾患等の疾患に関し、高度か

つ専門的な医療を提供する特定機能病院として、十以上の診療科名を標榜 
(注) 上記のいずれかを選択し、番号に○印を付けること。 

 

4-2 標榜している診療科名 

(1) 内科 

内科 有 ・ 無 

 内科と組み合わせた診療科名等 

  1           2          3           4           5            6           7           

  8           9         10          11          12           13          14 

 診療実績 
 
 
 
(注) 1 「内科」欄及び「内科と組み合わせた診療科名等」欄については、標榜している診療科名に

ついて記入すること。 

(注) 2 「リウマチ科」及び「アレルギー科」についても、「内科と組み合わせた診療科等」欄に記

入すること。 

(注) 3 「診療実績」欄については、医療法施行規則第六条の四第三項の規定により、他の診療科で

医療を提供している場合に記入すること。 

 

 



(2) 外科 

外科 有 ・ 無 

 外科と組み合わせた診療科名 

  1           2          3           4           5            6           7           

  8           9         10          11          12           13          14 

 診療実績 
 
 
 
(注) 1 「外科」欄及び「外科と組み合わせた診療科名」欄については、標榜している診療科名につ

いて記入すること。 

(注) 2 「診療実績」欄については、医療法施行規則第六条の四第三項の規定により、他の診療科で

医療を提供している場合に記入すること。 

 

(3) その他の標榜していることが求められる診療科名 

 1精神科  2小児科  3整形外科  4脳神経外科  5皮膚科  6泌尿器科  7産婦人科 

 8産科    9婦人科  10眼科     11耳鼻咽喉科  12放射線科  13放射線診断科   
14放射線治療科  15麻酔科  16救急科 

(注） 標榜している診療科名の番号に〇印を付けること。 

 

(4) 歯科 

歯科 有 ・ 無 

歯科と組み合わせた診療科名 

  1           2          3           4           5            6           7           

 歯科の診療体制 
 
 

 
(注) 1 「歯科」欄及び「歯科と組み合わせた診療科名」欄については、標榜している診療科名につ

いて記入すること。 

(注) 2 「歯科の診療体制」欄については、医療法施行規則第六条の四第五項の規定により、標榜し

ている診療科名として「歯科」を含まない病院については記入すること。 

 

(5) （1）～（4）以外でその他に標榜している診療科名 

  1           2          3           4           5            6           7           

  8           9         10          11          12           13          14 

 15          16         17          18          19           20          21 

(注) 標榜している診療科名について記入すること。 

 

5 病床数 

 精 神     感染症     結 核     療 養     一 般      合 計  

床 床 床 床 床 床 

 

 

 

 

 

 

 

 



6 医師、歯科医師、薬剤師、看護師及び准看護師、管理栄養士その他の従業者の員数 

（平成  年  月  日現在） 

  職  種  常 勤  非常勤  合 計   職  種  員 数   職   種 員 数 

 医  師          人     人       人  看 護 補 助 者            人 診療エックス線

技師 

     人 

 歯 科 医 師          人    人       人  理 学 療 法 士             人 臨床検査技

師 

     人 

 薬 剤 師           人    人       人  作 業 療 法 士              人 衛生検査技

師 

     人 

 保 健 師           人    人       人  視 能 訓 練 士              人 

臨床 

 

検査 

そ の 他            人 

 助 産 師           人    人       人  義 肢 装 具 士              人 あん摩マッサージ指圧師      人 

 看 護 師           人    人       人  臨床工学技師           人 医療社会事業従

事者 

     人 

 准 看 護 師           人    人       人  栄  養  士              人 その他の技術員             人 

 歯科衛生士       人    人       人  歯 科 技 工 士            人 事 務 職 員             人 

 管理栄養士       人    人       人  診療放射線技師       人 その他の職員             人 

(注) 1 申請前半年以内のある月の初めの日における員数を記入すること。 

    2 栄養士の員数には、管理栄養士の員数は含めないで記入すること。 

     3 「合計」欄には、非常勤の者を当該病院の常勤の従事者の通常の勤務時間により常勤換算した      

員数と常勤の者の員数の合計を小数点以下 2 位を切り捨て、小数点以下 1 位まで算出して記入

すること。それ以外の欄には、それぞれの員数の単純合計員数を記入すること。 

 

7  専門の医師数                       （平成  年  月  日現在） 

専門医名 人 数 専門医名 人 数 

総合内科専門医 人 眼 科 専 門 医 人 

外 科 専 門 医 人 耳鼻咽喉科専門医 人 

精 神 科 専 門 医 人 放射線科専門医 人 

小 児 科 専 門 医 人 脳神経外科専門医 人 

皮 膚 科 専 門 医 人 整形外科専門医 人 

泌尿器科専門医 人 麻 酔 科 専 門 医 人 

産婦人科専門医 人 救 急 科 専 門 医 人 

  合 計 人 

(注) 人数には、非常勤の者を当該病院の常勤の従事者の通常の勤務時間により常勤換算した       

員数と常勤の者の員数の合計を小数点以下 1 位を切り捨て、整数で算出して記入すること。 

 

8 前年度の平均の入院患者、外来患者及び調剤の数 

  歯科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔外科の前年度の平均の入院患者及び外来患者の数 

   歯 科 等 以 外   歯 科 等   合   計 

 １日当たり平均入院患者数          人                 人                人 

 １日当たり平均外来患者数                   人                  人                人 

 １日当たり平均調剤数                                                             剤 

必要医師数 人  
必要歯科医師数 人  
必要薬剤師数 人  

必要（准）看護師数 人  
（注)1 「歯科等」欄には、歯科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔外科を受診した患者数を、「歯 

科等以外」欄にはそれ以外の診療料を受診した患者数を記入すること。 

  2 入院患者数は、年間の各科別の入院患者延数(毎日の 24 時現在の在院患者数の合計)を暦日 

で除した数を記入すること。 

  3 外来患者数は、年間の各科別の外来患者延数をそれぞれ病院の年間の実外来診療日数で除し 



た数を記入すること。 

  4 調剤数は、年間の入院及び外来別の調剤延数をそれぞれ暦日及び実外来診療日数で除した数 

を記入すること。 

     5  必要医師数、必要歯科医師数、必要薬剤師数及び必要（准）看護師数については、医療法

施行規則第二十二条の二の算定式に基づき算出すること。 

 

9 施設の構造設備 

 施 設 名  床面積  主要構造       設    備    概    要 

   病 床 数    床  心  電  計  有・無 

   人工呼吸装置  有・無  心細動除去装置  有・無 

集中治療室 

 

 

     m 2 

 

 

 

 

    その他の救急蘇生装置  有・無  ペースメーカー  有・無 

無菌病室等 

 

［固定式の場合］ 床面積       m 2      病床数        床 

［移動式の場合］ 台 数       台 

医 薬 品 

情報管理室 

［専用室の場合］ 床  積     m 2 

［共用室の場合］ 共用する室名 

化学検査室      m 2    （主な設備） 

細菌検査室      m 2    （主な設備） 

病理検査室      m 2    （主な設備） 

病理解剖室      m 2    （主な設備） 

研 究 室      m 2    （主な設備） 

講 義 室      m 2     室数       室  収容定員            人 

図 書 室      m 2     室数        室  蔵 書 数      冊程度 

(注) 1 主要構造には、鉄筋コンクリート、簡易耐火、木造等の別を記入すること。 

  2 主な設備は、主たる医療機器、研究用機器、教育用機器を記入すること。 

 

10 紹介率及び逆紹介率の前年度の平均値 

算 定 期 間 平成 年 月 日～平成 年 月 日 

紹 介 率 ．％ 逆 紹 介 率  ． ％ 
Ａ：紹 介 患 者 の 数                                                            人 

Ｂ：他の病院又は診療所に紹介した患者の数                                         人 

Ｃ：救急用自動車によって搬入された患者の数                                         人 

算

出

根

拠 Ｄ：初 診 の 患 者 の 数                                                            人 

(注) 1 「紹介率」欄は、Ａ、Ｃの和をＤで除した数に 100 を乗じて小数点以下第 1 位まで記入する

こと。 

2  「逆紹介率」欄は、ＢをＤで除した数に 100 を乗じて小数点以下第 1 位まで記入すること。 

3 Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄは、それぞれの前年度の延数を記入すること。 

 

 



4　特定疾患治療研究事業対象疾患についての診療

疾　　　患　　　名 取扱患者数 疾　　　患　　　名 取扱患者数

 ・ベーチェット病 人　  ・膿疱性乾癬 人　

 ・多発性硬化症 人　  ・広範脊柱管狭窄症 人　

 ・重症筋無力症 人　  ・原発性胆汁性肝硬変 人　

 ・全身性エリテマトーデス 人　  ・重症急性膵炎 人　

 ・スモン 人　  ・特発性大腿骨頭壊死症 人　

 ・再生不良性貧血 人　  ・混合性結合組織病 人　

 ・サルコイドーシス 人　  ・原発性免疫不全症候群 人　

 ・筋萎縮性側索硬化症 人　  ・特発性間質性肺炎 人　

 ・強皮症，皮膚筋炎及び多発性筋炎 人　  ・網膜色素変性症 人　

 ・特発性血小板減少性紫斑病 人　  ・プリオン病 人　

 ・結節性動脈周囲炎 人　  ・肺動脈性肺高血圧症 人　

 ・潰瘍性大腸炎 人　  ・神経線維腫症 人　

 ・大動脈炎症候群 人　  ・亜急性硬化性全脳炎 人　

 ・ビュルガー病 人　  ・バッド・キアリ（Budd-Chiari）症候群 人　

 ・天疱瘡 人　  ・慢性血栓塞栓性肺高血圧症 人　

 ・脊髄小脳変性症 人　  ・ライソゾーム病 人　

 ・クローン病 人　  ・副腎白質ジストロフィー 人　

 ・難治性の肝炎のうち劇症肝炎 人　  ・家族性高コレステロール血症（ホモ接合体） 人　

 ・悪性関節リウマチ 人　  ・脊髄性筋委縮症 人　

 ・球脊髄性筋委縮症 人　

 ・慢性炎症性脱髄性多発神経炎 人　

 ・アミロイドーシス 人　  ・肥大型心筋症 人　

 ・後縦靭帯骨化症 人　  ・拘束型心筋症 人　

 ・ハンチントン病 人　  ・ミトコンドリア病 人　

 ・モヤモヤ病（ウィリス動脈輪閉塞症） 人　  ・リンパ脈管筋腫症（ＬＡＭ） 人　

 ・ウェゲナー肉芽腫症 人　  ・重症多形滲出性紅斑（急性期） 人　

 ・特発性拡張型（うっ血型）心筋症 人　  ・黄色靱帯骨化症 人　

 ・表皮水疱症（接合部型及び栄養障害型） 人　

（注）　「取扱患者数」欄には、前年度の年間実患者数を記入すること。

人　

高度の医療の提供の実績

 ・パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、
大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病）

人　

 ・多系統萎縮症（線条体黒質変性症、オリーブ橋
小脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候群）

人　
 ・間脳下垂体機能障害
（ＰＲＬ分泌異常症、ゴナドトロピン分泌異常症、ＡＤ
Ｈ分泌異常症、下垂体性ＴＳＨ分泌異常症、クッシン
グ病、先端巨大症、下垂体機能低下症）

（様式第2）



2　論文発表等の実績

(1)高度の医療技術の開発及び評価を行うことの評価対象となる論文

番
号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

～

70

～ 　計

(注) 1

2

3

4

5

(2)高度の医療技術の開発及び評価を行うことの評価対象とならない論文（任意）

番
号

1

2

3

4

5

～

(注) 1

2

3

　当該医療機関に所属する医師等が申請の前年度に発表したもののうち、高度の医療技術の開発および評
価に資するものと判断される主なものを記入すること。

　「発表者の所属」については、論文に記載されている所属先をすべて記載すること。

　「雑誌名」欄には、「雑誌名」「巻数・号数」「該当ページ」「出版年」について記載すること。

　平成二十六年度中の業務報告において当該実績が七十件未満の場合には、平成二十六年度の改正前の
基準による実績についても報告すること。

雑誌名発表者氏名 発表者の所属 題名

　当該特定機能病院に所属する医師等が申請の前年度に発表した英語論文のうち、高度の医療技術の開
発および評価に資するものと判断されるものを七十件以上記入すること。七十件以上発表を行っている場合
には、七十件のみを記載するのではなく、合理的な範囲で可能な限り記載すること。

　報告の対象とするのは、筆頭著者の所属先が当該特定機能病院である論文であり、査読のある学術雑誌
に掲載されたものに限るものであること。ただし、実態上、当該特定機能病院を附属している大学の講座等と
当該特定機能病院の診療科が同一の組織として活動を行っている場合においては、筆頭著者の所属先が大
学の当該講座等であっても、論文の数の算定対象に含めるものであること（筆頭著者が当該特定機能病院
に所属している場合に限る）。

　　「発表者の所属」については、論文に記載されている所属先をすべて記載すること。

　「雑誌名」欄には、「雑誌名」「巻数・号数」「該当ページ」「出版年」について記載すること。

高度の医療技術の開発及び評価を行う能力を有することを証する書類

発表者氏名 発表者の所属 題名 雑誌名

（様式第3）



(様式第 3) 

高度の医療技術の開発及び評価を行う能力を有することを証する書類 

 

3 高度の医療技術の開発及び評価の実施体制 

(1)倫理審査委員会の開催状況 

① 倫理審査委員会の設置状況 有・無 

② 倫理審査委員会の手順書の整備状況 有・無 

・ 手順書の主な内容 

 

③ 倫理審査委員会の開催状況 年 回 

（注） 1 倫理審査委員会については、「臨床研究に関する倫理指針」に定める構成である場合に

「有」に○印を付けること。 

    2 「③倫理審査委員会の開催状況」に係る報告については、平成二十六年度中の業務報告

において開催実績が無い場合には、平成二十六年四月以降の実績を報告しても差し支えな

いこと（その場合には、その旨を明らかとすること）。  

 

(2)利益相反を管理するための措置 

① 利益相反を審査し、適当な管理措置について検討するための委員

会の設置状況 

有・無 

② 利益相反の管理に関する規定の整備状況 有・無 

・ 規定の主な内容 

 

③ 利益相反を審査し、適当な管理措置について検討するための委員

会の開催状況 

年 回 

（注）「③利益相反を審査し、適当な管理措置について検討するための委員会の開催状況」に係る

報告については、平成二十六年度中の業務報告において開催実績が無い場合には、平成二十六

年四月以降の実績を報告しても差し支えないこと（その場合には、その旨を明らかとすること）。 

 

(3)臨床研究の倫理に関する講習等の実施 

① 臨床研究の倫理に関する講習等の実施状況 年 回 

 ・研修の主な内容 

 

（注）「①臨床研究の倫理に関する講習等の実施状況」に係る報告については、平成二十六年度中

の業務報告において実施実績が無い場合には、平成二十六年四月以降の実績を報告しても差し

支えないこと（その場合には、その旨を明らかとすること）。 



 

(様式第 4) 

高度の医療に関する研修を行わせる能力を有することを証する書類 

 

1 研修の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 研修の実績 

  研 修 医 の 人 数            人 

（注）前年度の研修医の実績を記入すること。 

 

3 研修統括者 

研修統括者氏名 診 療 科 役 職  等 臨床経験年数 特 記 事 項        

               年  

               年  

               年  

               年  

               年  

               年  

               年  

               年  

               年  

               年  

               年  

               年  

               年  

               年  

               年  

               年  

               年  

               年  

               年  

               年  

               年  

(注) 1 医療法施行規則第六条の四第一項又は第四項の規定により、標榜を行うこととされている

診療科については、必ず記載すること。 

(注) 2 内科について、サブスペシャルティ領域ごとに研修統括者を配置している場合には、すべ

てのサブスペシャルティ領域について研修統括者を記載すること。 

(注) 3 外科について、サブスペシャルティ領域ごとに研修統括者を配置している場合には、すべ

てのサブスペシャルティ領域について研修統括者を記載すること。 



 

(様式第 4) 

高度の医療に関する研修を行わせる能力を有することを証する書類 

 

4 医師、歯科医師以外の医療従事者等に対する研修 

① 医師、歯科医師以外の医療従事者に対する研修の実施状況（任意） 

 ・研修の主な内容 

 ・研修の期間・実施回数 

 ・研修の参加人数 

 

② 業務の管理に関する研修の実施状況（任意） 

 ・研修の主な内容 

 ・研修の期間・実施回数 

 ・研修の参加人数 

 

③ 他の医療機関に所属する医療関係職種に対する研修の実施状況 

 ・研修の主な内容 

 ・研修の期間・実施回数 

 ・研修の参加人数 

 

(注) 1 高度の医療に関する研修について記載すること。 

(注) 2 「③他の医療機関に所属する医療関係職種に対する研修の実施状況」については、医療法施

行規則第六条の四第四項の規定に基づき、がん、循環器疾患等の疾患に関し、高度かつ専門的

な医療を提供する特定機能病院についてのみ記載すること。また、日本全国の医療機関に勤務

する医療従事者を対象として実施した専門的な研修を記載すること。なお、平成二十六年度中

の業務報告においては、平成二十六年四月以降の実績（計画）を報告しても差し支えないこと

（その場合には、その旨を明らかにすること）。 

 

 

 

 



 
 

(様式第 5) 
診療並びに病院の管理及び運営に関する諸記録の管理方法に関する書類 

 
計画・現状の別 １．計画    ２．現状  
管理責任者氏名  

  管理担当者氏名  
 
   保 管 場 所       管 理  方  法 
 診療に関する諸記録 
   病院日誌、各科診療日誌、処方せん、 
   手術記録、看護記録、検査所見記録、 
   エックス線写真、紹介状、退院した患 
   者に係る入院期間中の診療経過の要約
  及び入院診療計画書 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 従業者数を明らかにする帳
簿 

 
 

 高度の医療の提供の実績  
 高度の医療技術の開発及び 
 評価の実績 

 
 

 高度の医療の研修の実績  
 閲覧実績  
 紹介患者に対する医療提供 
 の実績 

 
 

 入院患者数、外来患者及び 
 調剤の数を明らかにする帳
簿 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 医療に係る安全管理
のための指針の整備状
況 

 
 
 

 医療に係る安全管理
のための委員会の開催
状況  

 
 
 

 医療に係る安全管理
のための職員研修の実
施状況 

 
 
 

 医療機関内における
事故報告等の医療に係
る安全の確保を目的と
した改善のための方策
の状況 

 
 
 
 
 

 専任の医療に係る安
全管理を行う者の配置
状況 

 
 
 

 専任の院内感染対策
を行う者の配置状況  

 
 

医療に係る安全管理を
行う部門の設置状況 

 
 

 病院の管理 
 及び運営に 
 関する諸記 
 録 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第規
一則 
号第 
に一 
掲条 
げの 
る十 
体一 
制第 
の一 
確項 
保各 
の号 
状及 
況び 
 第 
 九 
 条 
 の 
  二 
  十 
  第 
  一 
  項 
 
 
 

 当該病院内に患者か
らの安全管理に係る相
談に適切に応じる体制
の確保状況 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

 
   保 管 場 所       管 理  方  法 

 院内感染のための指
針の策定状況 

 
 

 院内感染対策のため
の委員会の開催状況  

 
 

 従業者に対する院内
感染対策のための研修
の実施状況  

 
 
 

 感染症の発生状況の
報告その他の院内感染
対策の推進を目的とし
た改善のための方策の
実施状況  

 
 
 
 
 

 医薬品の使用に係る
安全な管理のための責
任者の配置状況  

 
 
 

 従業者に対する医薬
品の安全使用のための
研修の実施状況  

 
 
 

 医薬品の安全使用の
ための業務に関する手
順書の作成及び当該手
順書に基づく業務の実
施状況   

 
 
 
 
 

 医薬品の安全使用の
ために必要となる情報
の収集その他の医薬品
の安全使用を目的とし
た改善のための方策の
実施状況 

 
 
 
 
 
 

 医療機器の安全使用
のための責任者の配置
状況 

 
 
 

 従業者に対する医療
機器の安全使用のため
の研修の実施状況 

 
 
 

 医療機器の保守点検
に関する計画の策定及
び保守点検の実施状況 

 
 
 

 病院の管理 
 及び運営に 
 関する諸記 
 録 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 規
 則 
 第 
 一 
 条 
 の 
 十 
 一 
 第 
 一 
 項 
 各 
 号 
 及 
 び 
 第 
 九 
 条 
 の 
 二
 十 
 三 
  第 
  一 
  項 
  第 
 一 
 号 
 に 
  掲 
  げ 
  る 
  体 
  制 
  の 
  確 
  保 
  の 
  状 
  況 
 
 
 
 

 医療機器の安全使用
のために必要となる情
報の収集その他の医療
機器の安全使用を目的
とした改善のための方
策の実施状況 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(注)「診療に関する諸記録」欄には、個々の記録について記入する必要はなく、全体としての管理
方法の概略を記入すること。また、診療録を病院外に持ち出す際に係る取扱いについても記載する
こと。 



(様式第 6) 

病院の管理及び運営に関する諸記録の閲覧方法に関する書類 

 

○病院の管理及び運営に関する諸記録の閲覧方法 

     計画・現状の別  １．計画      ２．現状  

 閲 覧 責 任 者 氏 名               

 閲 覧 担 当 者 氏 名               

 閲覧の求めに応じる場所               

 閲覧の手続の概要 

 

 

 

 

 

(注)既に医療法施行規則第 9条の 20 第 5 号の規定に合致する方法により記録を閲覧させている病院

は現状について、その他の病院は計画について記載することとし、「計画・現状の別」欄の該当

する番号に〇印を付けること。 

 

 

〇病院の管理及び運営に関する諸記録の閲覧の実績 

   前 年 度 の 総 閲 覧 件 数    延         件 
  医        師    延         件 
  歯  科  医  師    延         件 
      国    延         件 

  閲 覧 者 別 

  地 方 公 共 団 体    延         件 
(注)特定機能病院の名称の承認申請の場合には、必ずしも記入する必要はないこと。 

 



 
 
 

 
 

（様式第 6） 

 

規則第１条の１１第１項各号及び第９条の２３第１項第１号に掲げる体制の確保の状況 

 
 
① 医療に係る安全管理のための指針の整備状況 

 
     有・無 

 
 ・ 指針の主な内容： 
 
 
 
 
 
 
② 医療に係る安全管理のための委員会の開催状況 

 
     年  回 

 
 ・ 活動の主な内容： 
 
 
 
 
 
 
③ 医療に係る安全管理のための職員研修の実施状況 

 
     年  回 

 
 ・ 研修の主な内容： 
 
 
 
 
 
 
④ 医療機関内における事故報告等の医療に係る安全の確保を目的とした改善のための方策の状況 
 
   ・ 医療機関内における事故報告等の整備 （ 有・無 ） 
   ・ その他の改善のための方策の主な内容： 
 
 
 
 
 
⑤ 専任の医療に係る安全管理を行う者の配置状況 

 
 有（  名）・無 

 
⑥ 専任の院内感染対策を行う者の配置状況 

 
 有（  名）・無 

 
⑦ 医療に係る安全管理を行う部門の設置状況 

 
     有・無 

 
  ・ 所属職員： 専任（  ）名 兼任（  ）名 
 ・ 活動の主な内容： 
 
 
 
 
⑧ 当該病院内に患者からの安全管理に係る相談に適切に応じる体制の確保状
 況 
 

 
      有・無 
 
 

 
 
 
 



 
 
 

 
 
（様式第 6） 
 

院内感染対策のための体制の確保に係る措置 
 
 
① 院内感染対策のための指針の策定状況 

 
    有・無 

 
  ・ 指針の主な内容： 
 
 
 
 
 
 
 
② 院内感染対策のための委員会の開催状況 

 
年  回 

 
  ・ 活動の主な内容： 
 
 
 
 
 
 
 
③ 従業者に対する院内感染対策のための研修の実施状況 

 
年  回 

 
 ・ 研修の主な内容： 
 
 
 
 
 
 
 
④ 感染症の発生状況の報告その他の院内感染対策の推進を目的とした改善のための方策の状況 
 
  ・ 病院における発生状況の報告等の整備        （ 有・無 ） 
  ・ その他の改善のための方策の主な内容： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 

 
 
（様式第 6） 
 

医薬品に係る安全管理のための体制の確保に係る措置 
 
 
① 医薬品の使用に係る安全な管理のための責任者の配置状況 

 
    有・無 

 
② 従業者に対する医薬品の安全使用のための研修の実施状況 

 
     年  回 

 
 ・ 研修の主な内容： 
 
 
 
 
 
 
 
③ 医薬品の安全使用のための業務に関する手順書の作成及び当該手順書に基づく業務の実施状況 
 
 ・ 手順書の作成        （ 有・無 ） 
 ・ 業務の主な内容： 
 
 
 
 
 
 
④ 医薬品の安全使用のために必要となる情報の収集その他の医薬品の安全使用を目的とした改善
  のための方策の実施状況 
 
  ・ 医薬品に係る情報の収集の整備        （ 有・無 ） 
  ・ その他の改善のための方策の主な内容： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 

 
 
（様式第 6） 
 

医療機器に係る安全管理のための体制の確保に係る措置 
 
 
① 医療機器の安全使用のための責任者の配置状況 

 
   有・無 

 
② 従業者に対する医療機器の安全使用のための研修の実施状況 

 
     年  回 

 
 ・ 研修の主な内容： 
 
 
 
 
 
 
 
③ 医療機器の保守点検に関する計画の策定及び保守点検の実施状況 
 
 ・ 計画の策定        （ 有・無 ） 
 ・ 保守点検の主な内容： 
 
 
 
 
 
 
④ 医療機器の安全使用のために必要となる情報の収集その他の医療機器の安全使用を目的とした
  改善のための方策の実施状況 
 
  ・ 医療機器に係る情報の収集の整備        （ 有・無 ） 
  ・ その他の改善のための方策の主な内容： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



(様式第 7) 

専門性の高い対応を行う上での取組みに関する書類（任意） 

 

 

1  病院の機能に関する第三者による評価 

① 病院の機能に関する第三者による評価の有無 有・無 

 ・評価を行った機関名、評価を受けた時期 

 

 

 

(注)医療機能に関する第三者による評価については、日本医療機能評価機構等による評価があるこ

と。 

 

 

2  果たしている役割に関する情報発信 

① 果たしている役割に関する情報発信の有無 有・無 

 ・情報発信の方法、内容等の概要 

 

 

 

 

 

3  複数の診療科が連携して対応に当たる体制 

① 複数の診療科が連携して対応に当たる体制の有無 有・無 

 ・複数の診療科が連携して対応に当たる体制の概要 

 

 

 

 

 

 



 

(様式第 8) 

                                                                  番         号  

平成  年  月  日  

 

  厚生労働大臣        殿 

 

開設者名         (印)  

 

〇〇病院の紹介率及び逆紹介率の向上に関する年次計画について 

 

 標記について、医療法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 50 号）第 9 条の 20 第 6 号ロ及び第 7 号ロの

規定に基づき、次のとおり提出します。 

 

記 

1 紹介率及び逆紹介率の前年度の平均値 

算 定 期 間 平成 年 月 日～平成 年 月 日 

紹 介 率 ．％ 逆 紹 介 率  ． ％ 
Ａ：紹 介 患 者 の 数                                                            人 

Ｂ：他の病院又は診療所に紹介した患者の数                                         人 

Ｃ：救急用自動車によって搬入された患者の数                                         人 

算

出

根

拠 Ｄ：初 診 の 患 者 の 数                                                            人 

(注) 1 「紹介率」欄は、Ａ、Ｃの和をＤで除した数に 100 を乗じて小数点以下第 1 位まで記入する

こと。 

2  「逆紹介率」欄は、ＢをＤで除した数に 100 を乗じて小数点以下第 1 位まで記入すること。 

3 Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄは、それぞれの前年度の延数を記入すること。 

 

 

2 紹介率及び逆紹介率向上のための基本方針と向上のための具体的な予定措置 

 

 

 

            
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)「紹介率」又は「逆紹介率」のうち、承認要件を満たしていないものについてのみ記載するこ

と。 

 



3  年次計画 

(1)紹介率 

  計 画 期 間            平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

 年次目標紹介率 

 

 

 

 

    第１年度（平成  年度） 

    第２年度（平成  年度） 

    第３年度（平成  年度） 

    第４年度（平成  年度） 

    第５年度（平成  年度） 

                      ・      ％ 

                        ・      ％ 

                        ・      ％ 

                        ・      ％ 

                        ・      ％ 

(注)「紹介率」が、承認基準を満たしていない場合についてのみ記載すること。 

 

 

 

(2)逆紹介率 

  計 画 期 間            平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

 年次目標紹介率 

 

 

 

 

    第１年度（平成  年度） 

    第２年度（平成  年度） 

    第３年度（平成  年度） 

    第４年度（平成  年度） 

    第５年度（平成  年度） 

                      ・      ％ 

                        ・      ％ 

                        ・      ％ 

                        ・      ％ 

                        ・      ％ 

(注)逆紹介率が、承認要件を満たしていない場合についてのみ記載すること。 

 

 

 



 

(様式第 8) 

                                                                  番         号  

平成  年  月  日  

 

  厚生労働大臣        殿 

 

開設者名         (印)  

 

〇〇病院の標榜する診療科の整備に関する計画について 

 

 標記について、次のとおり提出します。 

 

記 

1 診療科名 

1-1 標榜する診療科の区分 

1 医療法施行規則第六条の四第一項の規定に基づき、十六診療科すべてを標榜 

2 医療法施行規則第六条の四第四項の規定に基づき、がん、循環器疾患等の疾患に関し、高度か

つ専門的な医療を提供する特定機能病院として十以上の診療科名を標榜 

 （注）上記のいずれかを選択し、番号に○を付けること。 

 

1-2 標榜している診療科名 

(1)内科 

内科 有 ・ 無 

 内科と組み合わせた診療科名等 

  1           2          3           4           5            6           7           

  8           9         10          11          12           13          14 

 診療実績 
 
 
 
(注) 1 「内科」欄及び「内科と組み合わせた診療科名等」欄については、標榜している診療科名に

ついて記入すること。 

(注) 2 「リウマチ科」及び「アレルギー科」についても、「内科と組み合わせた診療科等」欄に記

入すること。 

(注) 3 「診療実績」欄については、医療法施行規則第六条の四第三項の規定により、他の診療科で

医療を提供している場合に記入すること。 

 

 

(2)外科 

外科 有 ・ 無 

 外科と組み合わせた診療科名 

  1           2          3           4           5            6           7           

  8           9         10          11          12           13          14 

 診療実績 
 
 
 
(注) 1 「外科」欄及び「外科と組み合わせた診療科名」欄については、標榜している診療科名につ



いて記入すること。 

(注) 2 「診療実績」欄については、医療法施行規則第六条の四第三項の規定により、他の診療科で

医療を提供している場合に記入すること。 

 

(3)その他の標榜していることが求められる診療科名 

 1精神科  2小児科  3整形外科  4脳神経外科  5皮膚科  6泌尿器科  7産婦人科 

 8産科    9婦人科  10眼科     11耳鼻咽喉科  12放射線科  13放射線診断科   
14放射線治療科  15麻酔科  16救急科 

(注） 標榜している診療科名の番号に〇印を付けること。 

 

(4)歯科 

歯科 有 ・ 無 

歯科と組み合わせた診療科名 

  1           2          3           4           5            6           7           

 歯科の診療体制 
 
 
 

(注) 1 「歯科」欄及び「歯科と組み合わせた診療科名」欄については、標榜している診療科名につ

いて記入すること。 

(注) 2 「歯科の診療体制」欄については、医療法施行規則第六条の四第五項の規定により、標榜し

ている診療科名として「歯科」を含まない病院については記入すること。 

 

(5) (1)～(4)以外で標榜している診療科名 

  1           2          3           4           5            6           7           

  8           9         10          11          12           13          14 

 15          16         17          18          19           20          21 

(注) 標榜している診療科名について記入すること。 

 

3 不足している診療科の整備のための予定措置 

 

 

 

            
 

 

 

 

 

 

 

 



 

(様式第 8) 

                                                                  番         号  

平成  年  月  日  

 

  厚生労働大臣        殿 

 

開設者名         (印)  

 

〇〇病院の専門の医師の配置に関する計画について 

 

 標記について、次のとおり提出します。 

 

記 

1 専門性に関する資格を有する医師数             （平成  年  月  日現在） 

専門医名 人 数 専門医名 人 数 

総合内科専門医 人 眼 科 専 門 医 人 

外 科 専 門 医 人 耳鼻咽喉科専門医 人 

精 神 科 専 門 医 人 放射線科専門医 人 

小 児 科 専 門 医 人 脳神経外科専門医 人 

皮 膚 科 専 門 医 人 整形外科専門医 人 

泌尿器科専門医 人 麻 酔 科 専 門 医 人 

産婦人科専門医 人 救 急 科 専 門 医 人 

  合 計 人 

（注）人数には、非常勤の者を当該病院の常勤の従事者の通常の勤務時間により常勤換算した     

  員数と常勤の者の員数の合計を小数点以下 1 位を切り捨て、整数で算出して記入すること。 

 

2  専門の医師の必要数 

専門性に関する資格を有する医師の必要数 人  
（注)医療法施行規則第二十二条の二第一号の規定による医師の配置基準数の半数を記入すること。 

 

3 専門の医師を配置するための予定措置 

 

 

 

            
 

 

 

 



 

(様式第 8) 

                                                                  番         号  

平成  年  月  日  

 

  厚生労働大臣        殿 

 

開設者名         (印)  

 

〇〇病院の論文発表等の向上に関する計画について 

 

 標記について、次のとおり提出します。 

 

記 

1 論文発表等の実績 

英語による発表論文数 件  
(注) 1 当該特定機能病院に所属する医師等が申請の前年度に発表した英語論文のうち、高度の医療

技術の開発および評価に資すると判断されるものの数を記入すること。 

(注) 2 対象とするのは、筆頭著者の所属先が当該特定機能病院である論文であり、査読のある学

術雑誌に掲載されたものに限るものであること。ただし、実態上、当該特定機能病院を附属

している大学の講座等と当該特定機能病院の診療科が同一の組織として活動を行っている場

合においては、筆頭著者の所属先が大学の当該講座等であっても、論文の数の算定対象に含

めるものであること（筆頭著者が当該特定機能病院に所属している場合に限る）。 

 

2 論文発表等を向上するための具体的な予定措置 

 

 

 

            
 

 

 



(様式第 9) 

                                  番         号  

平成  年  月  日  

 

  厚生労働大臣         殿 

 

開設者名         (印)  

 

〇〇病院に関する変更について 

 

 標記について、医療法施行令（昭和 23 年政令第 326 号）第 4 条の 3 の規定に基づき、以下のとおり

変更があったので届け出ます。 

 

名  称 
変更があった事項及びその内容 

 

(注) 1 必要がある場合は続紙に記載して添付すること。 

  2 開設者名の記入箇所及び「名称」欄には、変更があった場合は、変更後のものを記入する    

こと。 

  3 「変更があった事項及びその内容」欄には、変更があった事項を明らかにした上で、その事       

項についての変更のみを、変更前と変更後の内容を区別して下記により記入すること。 

         ① 開設者の氏名及び名称の変更については、変更前のもののみを記載することとしても            

差支えない。 

    ② 診療科名の変更の場合は、医療法施行規則第 6 条の 4 に掲げる診療科名をそれ以外の

診療科名よりも先に記入し、削除又は追加された診療科名に下線を付すこと。 

    ③ 集中治療室、無菌病室等又は医薬品情報管理室の構造設備の変更については、承認申            

請書に記載することとされている事項に係る変更のみを変更前と変更後のそれぞれを区            

別して記入すること。なお、集中治療室、無菌病室等又は医薬品情報管理室を有しなくな

った場合にはその旨を記載し、固定式の無菌病室や専用の医薬品情報管理室を新たに設け

たなどの場合には承認申請書に記載することとされているものと同じ事項について記入

すること。 

     (記載例：50 床増床し、集中治療室にペースメーカーを導入した場合) 

       病床数 

        変更前：550 床 

        変更後：600 床 

       集中治療室に備える機器 

        変更前：人口呼吸装置、心電計、心細動除去装置 

        変更後：人口呼吸装置、心電計、心細動除去装置、ペースメーカー 



(様式第 10) 

番         号  

平成  年  月  日  

  厚生労働大臣        殿 

開設者名        (印) 

 

〇〇病院の業務に関する報告について 

 

 標記について、医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 12 条の 3 第の規定に基づき、平成  年度の

業務に関して報告します。 

記 

1 開設者の住所及び氏名 

 住   所 〒 

 氏   名   

(注) 開設者が法人である場合は、「住所」欄には法人の主たる事務所の所在地を、「氏名」欄には

法人の名称を記入すること。 

 

2 名  称 

  

 

3 所在の場所 

〒 

                               電話(    )    － 

   

 

4 診療科名 

4-1 標榜する診療科名の区分 

1 医療法施行規則第六条の四第一項の規定に基づき、十六診療科名すべてを標榜 

2 医療法施行規則第六条の四第四項の規定に基づき、がん、循環器疾患等の疾患に関し、高度か

つ専門的な医療を提供する特定機能病院として、十以上の診療科名を標榜 
(注) 上記のいずれかを選択し、番号に○印を付けること。 

 

4-2 標榜している診療科名 

(1)内科 

内科 有 ・ 無 

 内科と組み合わせた診療科名等 

  1           2          3           4           5            6           7           

  8           9         10          11          12           13          14 

 診療実績 
 
 
 
(注) 1 「内科」欄及び「内科と組み合わせた診療科名等」欄については、標榜している診療科名に

ついて記入すること。 

(注) 2 「リウマチ科」及び「アレルギー科」についても、「内科と組み合わせた診療科等」欄に記

入すること。 

(注) 3 「診療実績」欄については、医療法施行規則第六条の四第三項の規定により、他の診療科で

医療を提供している場合に記入すること。 

 

 



(2)外科 

外科 有 ・ 無 

 外科と組み合わせた診療科名 

  1           2          3           4           5            6           7           

  8           9         10          11          12           13          14 

 診療実績 
 
 
 
(注) 1 「外科」欄及び「外科と組み合わせた診療科名」欄については、標榜している診療科名につ

いて記入すること。 

(注) 2 「診療実績」欄については、医療法施行規則第六条の四第三項の規定により、他の診療科で

医療を提供している場合に記入すること。 

 

(3)その他の標榜していることが求められる診療科名 

 1精神科  2小児科  3整形外科  4脳神経外科  5皮膚科  6泌尿器科  7産婦人科 

 8産科    9婦人科  10眼科     11耳鼻咽喉科  12放射線科  13放射線診断科   
14放射線治療科  15麻酔科  16救急科 

(注） 標榜している診療科名の番号に〇印を付けること。 

 

(4)歯科 

歯科 有 ・ 無 

歯科と組み合わせた診療科名 

  1           2          3           4           5            6           7           

 歯科の診療体制 
 
 

 
(注) 1 「歯科」欄及び「歯科と組み合わせた診療科名」欄については、標榜している診療科名につ

いて記入すること。 

(注) 2 「歯科の診療体制」欄については、医療法施行規則第六条の四第五項の規定により、標榜し

ている診療科名として「歯科」を含まない病院については記入すること。 

 

(5)(1)～(4)以外でその他に標榜している診療科名 

  1           2          3           4           5            6           7           

  8           9         10          11          12           13          14 

 15          16         17          18          19           20          21 

(注) 標榜している診療科名について記入すること。 

 

5 病床数 

 精 神     感染症     結 核     療 養     一 般      合 計  

床 床 床 床 床 床 

 

 

 

 

 

 

 

 



6 医師、歯科医師、薬剤師、看護師及び准看護師、管理栄養士その他の従業者の員数 

（平成  年  月  日現在） 

  職  種  常 勤  非常勤  合 計   職  種  員 数   職   種 員 数 

 医  師          人     人       人  看 護 補 助 者            人 診療エックス線

技師 

     人 

 歯 科 医 師          人    人       人  理 学 療 法 士             人 臨床検査技

師 

     人 

 薬 剤 師           人    人       人  作 業 療 法 士              人 衛生検査技

師 

     人 

 保 健 師           人    人       人  視 能 訓 練 士              人 

臨床 

 

検査 

そ の 他            人 

 助 産 師           人    人       人  義 肢 装 具 士              人 あん摩マッサージ指圧師      人 

 看 護 師           人    人       人  臨床工学技師           人 医療社会事業従

事者 

     人 

 准 看 護 師           人    人       人  栄  養  士              人 その他の技術員             人 

 歯科衛生士       人    人       人  歯 科 技 工 士            人 事 務 職 員             人 

 管理栄養士       人    人       人  診療放射線技師       人 その他の職員             人 

(注) 1 申請前半年以内のある月の初めの日における員数を記入すること。 

    2 栄養士の員数には、管理栄養士の員数は含めないで記入すること。 

     3 「合計」欄には、非常勤の者を当該病院の常勤の従事者の通常の勤務時間により常勤換算した      

員数と常勤の者の員数の合計を小数点以下 2 位を切り捨て、小数点以下 1 位まで算出して記入

すること。それ以外の欄には、それぞれの員数の単純合計員数を記入すること。 

 

7  専門の医師数                       （平成  年  月  日現在） 

専門医名 人 数 専門医名 人 数 

総合内科専門医 人 眼 科 専 門 医 人 

外 科 専 門 医 人 耳鼻咽喉科専門医 人 

精 神 科 専 門 医 人 放射線科専門医 人 

小 児 科 専 門 医 人 脳神経外科専門医 人 

皮 膚 科 専 門 医 人 整形外科専門医 人 

泌尿器科専門医 人 麻 酔 科 専 門 医 人 

産婦人科専門医 人 救 急 科 専 門 医 人 

  合 計 人 

(注) 人数には、非常勤の者を当該病院の常勤の従事者の通常の勤務時間により常勤換算した       

員数と常勤の者の員数の合計を小数点以下 1 位を切り捨て、整数で算出して記入すること。 

 

8 前年度の平均の入院患者、外来患者及び調剤の数 

  歯科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔外科の前年度の平均の入院患者及び外来患者の数 

   歯 科 等 以 外   歯 科 等   合   計 

 １日当たり平均入院患者数          人                 人                人 

 １日当たり平均外来患者数                   人                  人                人 

 １日当たり平均調剤数                                                             剤 

必要医師数 人  
必要歯科医師数 人  
必要薬剤師数 人  

必要（准）看護師数 人  
（注)1 「歯科等」欄には、歯科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔外科を受診した患者数を、「歯 

科等以外」欄にはそれ以外の診療料を受診した患者数を記入すること。 

  2 入院患者数は、年間の各科別の入院患者延数(毎日の 24 時現在の在院患者数の合計)を暦日 

で除した数を記入すること。 

  3 外来患者数は、年間の各科別の外来患者延数をそれぞれ病院の年間の実外来診療日数で除し 



た数を記入すること。 

  4 調剤数は、年間の入院及び外来別の調剤延数をそれぞれ暦日及び実外来診療日数で除した数 

を記入すること。 

     5  必要医師数、必要歯科医師数、必要薬剤師数及び必要（准）看護師数については、医療法

施行規則第二十二条の二の算定式に基づき算出すること。 

 

9 施設の構造設備 

 施 設 名  床面積  主要構造       設    備    概    要 

   病 床 数    床  心  電  計  有・無 

   人工呼吸装置  有・無  心細動除去装置  有・無 

集中治療室 

 

 

     m 2 

 

 

 

 

    その他の救急蘇生装置  有・無  ペースメーカー  有・無 

無菌病室等 

 

［固定式の場合］ 床面積       m 2      病床数        床 

［移動式の場合］ 台 数       台 

医 薬 品 

情報管理室 

［専用室の場合］ 床  積     m 2 

［共用室の場合］ 共用する室名 

化学検査室      m 2    （主な設備） 

細菌検査室      m 2    （主な設備） 

病理検査室      m 2    （主な設備） 

病理解剖室      m 2    （主な設備） 

研 究 室      m 2    （主な設備） 

講 義 室      m 2     室数       室  収容定員            人 

図 書 室      m 2     室数        室  蔵 書 数      冊程度 

(注) 1 主要構造には、鉄筋コンクリート、簡易耐火、木造等の別を記入すること。 

  2 主な設備は、主たる医療機器、研究用機器、教育用機器を記入すること。 

 

10 紹介率及び逆紹介率の前年度の平均値 

算 定 期 間 平成 年 月 日～平成 年 月 日 

紹 介 率 ．％ 逆 紹 介 率  ． ％ 
Ａ：紹 介 患 者 の 数                                                            人 

Ｂ：他の病院又は診療所に紹介した患者の数                                         人 

Ｃ：救急用自動車によって搬入された患者の数                                         人 

算

出

根

拠 Ｄ：初 診 の 患 者 の 数                                                            人 

(注) 1 「紹介率」欄は、Ａ、Ｃの和をＤで除した数に 100 を乗じて小数点以下第 1 位まで記入する

こと。 

2  「逆紹介率」欄は、ＢをＤで除した数に 100 を乗じて小数点以下第 1 位まで記入すること。 

3 Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄは、それぞれの前年度の延数を記入すること。 

 

 


